
を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ か ら ま で を 同 表 の 備 考 ２ か ら ま で と し 、 同 表 の 備 考

２ 中「に」 を「に」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の

備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

別 表 第 五 の 表 中

の 備 考 ２ 中「所得税条約に基づき課税の軽減又は免除を受ける」 を「租税条約の規定により所得税
が軽減され、又は免除される」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ を 同

表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ 中「租税特別措置法第９条の３の２第１項に規定する」 を 削 り 、

同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ 中「
に」 を「に」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と

し 、 同 表 の 備 考 ２ 中「に」 を「に」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備

考 ２ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

「
配 当 等 と み な さ
れ る 金 額 の 総 額

千 円

源 泉 徴 収 税 額

」
千 円

を

「 配当等とみ
なされる金
額 の 総 額

千 円

通知外国税
相 当 額 源泉徴収税額

千 円 千 円
」

に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ 中「に」 を「に」 に 改 め 、 同 表

平
成


年

月


日
土
曜
日

(号
外
特
第

号
)

官
報

 「通知外国税相当額」の項には、収益の分配に係る令第300条第９項若しくは第306条の２第
７項に規定する通知外国所得税の額又は租税特別措置法第９条の３の２第１項に規定する支払
の取扱者（及びにおいて「支払の取扱者」という。）が同項に規定する上場株式等の配当等
（において「上場株式等の配当等」という。）で収益の分配に該当するものの交付をする場合
における当該収益の分配に係る租税特別措置法施行令第４条の６の２第17項に規定する控除外
国所得税相当額を記載すること。また、記載した金額が当該通知外国所得税の額又は当該控除
外国所得税相当額のいずれに該当するかの別を「摘要」の欄に記載すること。
 「通知所得税相当額」の項には、支払の取扱者が上場株式等の配当等で収益の分配に該当す
るものの交付をする場合における当該収益の分配に係る租税特別措置法施行令第４条の６の２
第18項に規定する控除所得税相当額を記載すること。

 「通知外国税相当額」の項には、配当等に係る租税特別措置法施行令第４条の９第14項、第
４条の10第10項、第４条の11第10項若しくは第５条第10項に規定する通知外国法人税相当額（
において「調整対象通知外国法人税相当額」という。）又は租税特別措置法第９条の３の２第１
項に規定する支払の取扱者（において「支払の取扱者」という。）が同項に規定する上場株式
等の配当等で配当等に該当するものの交付をする場合における当該配当等に係る同令第４条の
６の２第26項に規定する通知外国法人税相当額を記載すること。また、記載した金額が当該調
整対象通知外国法人税相当額又は当該通知外国法人税相当額のいずれに該当するかの別を「摘
要」の欄に記載すること。

別 表 第 五 の 表 の 備 考 ２ 中 「所得税条約に基づき課税の軽減又は免除を受ける 」 を 「租税条約の
規定により所得税が軽減され、又は免除される 」 に 改 め る 。

別 表 第 五 の 表 の 備 考 ２ 中 「所得税条約に基づき課税の免除を受ける 」 を 「租税条約の規定によ
り所得税が免除される 」 に 改 め る 。

別 表 第 五 の 表 の 備 考 ２ 中 「の適用により所得税の徴収をしなかつた場合に 」 を 「により非課税
とされるものについて 」 に 改 め る 。

別 表 第 五 の 表 の 備 考 ２ 、 別 表 第 五 の 表 の 備 考 ２ 、 別 表 第 五 の 表 の 備 考 ２ 、 別 表 第 五

の 表 の 備 考 ２ 、 別 表 第 五 の 表 の 備 考 ２ 及 び 別 表 第 五 の 表 の 備 考 ２ 中 「所得税条約に基づき
課税の軽減又は免除を受ける 」 を 「租税条約の規定により所得税が軽減され、又は免除される 」 に 改

め る 。
別 表 第 五 の 表 の 備 考 ２ 中 「及び 」 を 「及び 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ 中 「所得税条約

に基づき課税の軽減又は免除を受ける 」 を 「租税条約の規定により所得税が軽減され、又は免除され
る 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ か ら ま で を 同 表 の 備 考 ２ か

ら ま で と し 、 同 表 の 備 考 ２ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

 その株式等の譲渡の対価又は償還金等が、租税特別措置法第37条の14第16項の規定により同
条第５項第１号に規定する非課税口座に該当しないものとされた口座に係る同条第１項に規定
する振替口座簿への記載若しくは記録がされ、又は当該口座に保管の委託がされている同項第
１号に規定する上場株式等に係るもので、当該口座の設定の時から当該口座が開設されている
同項に規定する金融商品取引業者等が当該口座に係る同条第12項第２号に定める事項の提供を
受けるまでの間の当該上場株式等の同条第１項に規定する譲渡に係るものである場合には、そ
の旨を「摘要」の欄に記載すること。

別 表 第 六 の 表 中 「給与所得控除後の給与等の金額 」 を 「給与所得控除後の給与等の金額（調整控
除後） 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ 中 「の金額 」 」 を 「の金額（調整控除後）」 」 に 、「の金額を 」 を 「の金額
（租税特別措置法第41条の３の４第１項の規定の適用がある場合には、当該給与所得控除後の給与等
の金額から同項の規定による控除をした残額）を 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ 中 「の金額 」 を 「の金額
（租税特別措置法第41条の３の４第１項の規定の適用がある場合には、当該給与所得控除後の給与等
の金額から同項の規定による控除をした残額。及びからまでにおいて同じ。） 」 に 改 め 、 同 表 の

備 考 ２ 中 「所得税条約に基づき課税の免除を受ける 」 を 「租税条約の規定により所得税が免除さ
れる 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と

し 、 同 表 の 備 考 ２ 中「に」 を「に」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同

表 の 備 考 ２ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

 給与等の支払を受ける者が租税特別措置法第41条の３の４第１項の規定の適用を受けた者
である場合 同項の規定により法別表第５の給与所得控除後の給与等の金額から控除した金
額

別 表 第 六 の 表 の 備 考 ２ 中 「に 」 を 「に 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２

と し 、 同 表 の 備 考 ２ 中 「に 」 を 「に 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、

同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の 備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ か ら ま で を 同 表 の 備 考 ２ か ら

ま で と し 、 同 表 の 備 考 ２ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

 法第190条第２号ホに規定する基礎控除の額に相当する金額が48万円以外である場合又は
当該金額がない場合 その基礎控除の額に相当する金額又は当該金額がない旨

別 表 第 六 の 表 中 「老人源泉控除対象配偶者 」 を 「老人控除対象配偶者 」 に 改 め る 。

別 表 第 七 の 表 の 備 考 ２ ト 中 「同条第３項 」 を 「同条第５項 」 に 、「同条第７項 」 を 「同条第９項 」

に 改 め る 。

別 表 第 八 の 表 の 備 考 ２ ニ 中 「所得税条約に基づき課税の軽減又は免除を受ける 」 を 「租税条約
の規定により所得税が軽減され、又は免除される 」 に 改 め る 。

附 則

（ 施 行 期 日 ）

第 一 条 こ の 省 令 は 、 平 成 三 十 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 規 定 は 、 当 該 各

号 に 定 め る 日 か ら 施 行 す る 。

一 第 十 八 条 の 二 の 改 正 規 定 、 第 十 九 条 の 三 第 二 号 の 改 正 規 定 及 び 第 三 十 六 条 の 三 の 改 正 規 定 平

成 三 十 年 五 月 一 日




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